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1. まえがき 
計測震度は簡便な地震動指標として各分野で用いられているが、計測震度の距離減衰式は最大地動や応答スペクトルの

距離減衰式に比べ少なく、地震調査研究推進本部による確率論的地震ハザード解析では、最大速度に対する結果を計測震

度に換算する方法が用いられている 1)。Shabestari and Yamazaki2)は気象庁 87 型強震計記録に基づいて計測震度の距離

減衰式を検討しているが、その後、高密度強震観測網（K-NET、KiK-net、気象庁 95 型震度計観測網）が全国的に展開

され、従来よりも大量のデータが得られるようになっている。本研究では、計測震度の距離減衰式を用いた確率論的地震

ハザード解析を実施することを目的として、高密度強震観測網の記録に基づき計測震度の距離減衰式を検討した。 
2. データと回帰 
検討に用いたデータは、安中・他3)で整理されているデータに、その後の主な地震（2005年3月20日福岡県西方沖地震、

2005年8月16日宮城県沖地震など）のデータを追加したものである。整理されている記録は、K-NET、KiK-net，気象庁

95型震度計観測網による1996年6月から2003年12月までの気象庁マグニチュード（MJ）5.0以上、震源深さ200km以下の

427地震に対する記録と2004年以降は同じ条件を満足する主な34地震に対する記録である。合計461地震の中で、マグニ

チュードが比較的大きな30個の地震（MJ 6.5程度以上を目安）に対して地震断層面の形状が設定されている。計測震度は、

観測記録の地表3成分の時刻歴から、気象庁による計測震度の算定方法4)に基づいて算定した。 
 最初の回帰には距離減衰勾配の震源深さ依存性を考慮した次の式を用いた。 
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ここで、I は計測震度，M は気象庁マグニチュード、 CH は断層面中心の深さ、R は断層面と対象地点の最短距離、 1C と

2C は断層近傍での応答スペクトルの頭打ちを表現するための係数で 1C ＝0.459、 2C ＝0.597、 mC 、 hC 、 0dC 、 dhC 、

OC は各パラメータの影響を表す係数、 )(EQTYPESC は「平均的な震源特性」からの地震タイプによる偏りを補正す

る係数、 )(SITEGC は「標準的な地点特性」からの対象地点における偏りを補正する係数である。 
 回帰は 2 段階回帰 5)により行い、第１段階の回帰で震源特性、地点特性、距離減衰勾配を決定し、第 2 段階の回帰で平

均的な震源特性とそれからの偏り（震源補正）を決定した。回帰には、式の適用範囲を考慮して、マグニチュード 5.0 以

上、震源深さ 100km 以下、震央距離（最短距離の水平成分）200km 以下の 340 地震、1747 地点、29,927 組のデータを

用いた。 
 上記の回帰結果の問題点を図-1 に示す。陸域地殻内の浅い地震のデータについて、残差と最短距離の関係を示したもの

であり、左が生のデータ、右が残差の移動平均と平均±標準偏差である。距離が小さい範囲で残差が＋側に偏る傾向が明

瞭に見られる。この偏りを補正するために、陸域地殻内の浅い地震に対して、下記の項を導入した。 
 地震タイプC（陸域地殻内地震）3)に対して導入した補正項は次の通りである。 
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図-1 の残差分布の傾向から、 maxcutR ＝40km、 mincutR =10km とし、 daddC は回帰により決定した。 
 最終的に得られた計測震度の距離減衰式の定数、回帰係数、誤差を表-1 に示す。定数項（ OC ）は、震源補正の全地震

に対する平均と地点補正の全地点に対する平均がゼロとなるように設定されている。 rσ は地震内（intra-event）のばら

つき、 eσ は地震間（inter-event）のばらつき、 totalσ は両者を合わせたばらつきである。回帰式による地震別の距離減

衰の比較例を図-2 に示す。青はデータ（地点補正考慮）、緑は震源補正を考慮しない場合の回帰式による計算値、赤は震
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源補正を考慮した場合の回帰式による計算値である。 
3. あとがき 
 高密度強震観測網（K-NET、KiK-net、気象庁 95 型震度計観測網）の記録に基づき、計測震度の距離減衰式を作成し

た。陸域地殻内の浅い地震については、最短距離 40km 以下の距離減衰の勾配がそれより遠い範囲の勾配よりも大きくな

る傾向があり、それを考慮するための補正項を導入し、距離減衰式の推定精度を改善した。なお、距離減衰式と同時に決

定した地点特性・震源特性およびそれらも考慮した確率論的地震ハザード解析については別の機会に報告したい。 
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図-1 補正項を考慮しない場合の陸域地殻内の浅い地震に対するデータの残差と最短距離の関係 
 

表-1 最短距離式の回帰係数、定数、誤差の一覧 
Cm Ch Cd0 Cdh Co C1 C2 

1.302 0.0869 2.756 0.0321 －0.272 0.459 0.597 
Cdadd Rcutmin Rcutmax σr σe σtotal  
1.555 10.0 40.0 0.391 0.336 0.516  

 

図-2 回帰式による距離減衰とデータの比較例（左：2003 年 5 月宮城県沖地震、右：2004 年 10 月中越地震） 
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